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　台風21号は非常に強い勢力を保ったまま 9 月 4
日昼過ぎに大阪府に最接近し、府北部地震を上回
る人的・物的被害が出ました。

１　災害等発生時の大阪府の体制
　府内に地震等の災害が発生した場合、応急対策
実施要領に基づき災害規模等に応じて警戒班や指
令部等を設置するとともに職員の非常配備体制を
とることになっており、府北部地震では自動的に
災害対策本部が設置されました。台風21号では 4
日夕方に指令部が設置されたが、警戒本部や災害
対策本部は設置されず、非常配備体制もとりませ
んでした。
　Ｈ28年 4 月の熊本地震の状況を踏まえ、Ｈ29年
7 月に国から「大規模災害時の保健医療活動に係
る体制の整備について」の通知が出され、大規模
災害発生時には都道府県に保健医療調整本部を設
置し、保健所は地域の保健医療調整本部として、
保健医療に関する情報の整理分析や保健医療活動
チームの調整等を行うことになっているが、今回
はこのような体制がとられませんでした。

２　台風21号の被害と対応状況
　健康医療部関係では岸和田と泉佐野保健所が長
期停電し、15施設で建物等が一部破損しました。
DMAT本部が4日夕方に設置され、5 日昼に災害
拠点病院の岸和田徳洲会病院とりんくう総合医療
センターへの派遣を決定しました。
　当所では、職員の安全確保と鉄道運休に伴う帰
宅困難回避のため、自宅待機以外の職員も必要最
少人数を残し帰宅し、4 日は14名で対応しました。
　ライフラインのうち電気については、4 日13時
28分に停電し、7 日夕方に回復しました。当所に
は太陽光発電設備があるが、4 日は照明等一部の
み使用可でした。防災行政無線がつながりにくく、
4 日は携帯電話で対応しました。インターネット
は停電回復まで使用不可でした。水道は 5 日から
使用不可で、トイレは合併浄化槽で浄化処理がで
きない状態が続きました。
　13時30分から人工呼吸器装着等の災害A・Bラ
ンク患者の安否確認を開始し、14時20分から管内
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病院の被害状況の確認を行いました。非常配備な
しとのことで21時に全員帰宅しました。
　5 日は10時から市町の避難所の開設状況等の確
認を開始し、いずれの市町も保健活動への支援は
必要ないとのことでした。
　11時30分に消防本部から関空で孤立した人への
医療支援について連絡があり、医療対策課や関空
エアポートに状況確認を行いました。結果として、
消防とDMAT隊 2 チームが関空島で救護所の運
営等を行い、救護所の利用者13名、うち 2 名が救
急搬送されました。
　12時に泉佐野泉南医師会から診療所の開設状況
の報告があり、市町へ情報提供しました。
　人工呼吸器装着等の患者の安否確認の結果、A
ランク17名のうち13名は当所で安否確認ができ、
4 名は停電等の被害なく、10名が病院に搬送等さ
れました。10月開催の泉州救急懇話会で消防の委
員から、停電後45件の救急要請のうち11件が電源
を必要とする患者からで全員病院へ搬送したが、
大規模災害時には応じられない場合もあり、対応
の検討が必要との問題提起がありました。

３　課題と今後の方向
　一番の反省点は、本庁も当所も停電を災害であ
ると捉え、早期の対応が必要であったことです。
　災害時に保健所が保健医療の調整機能を果たす
ためには、最低限の電力確保が必要です。当所は
太陽光発電設備があるが十分ではありませんでし
た。府では今後、全保健所に非常用発電機を配備
予定です。
　鉄道が運休した場合の職員の参集は非常に大き
な課題です。保健所自体が被災した場合のフォ
ロー体制の検討も必要です。
　りんくう総合医療センターとは病院の被害状況
に関する情報交換はしたが十分でなく、早い段階
で病院にリエゾンを派遣する必要があったと思い
ます。
　人工呼吸器等の患者の搬送施設の選定や搬送手
段の確保とともに、安否確認は訪問看護師等も
行っており情報共有も課題であり、今後、ワーキ
ング会議を設置し検討予定です。



−　−11

　府保健医療調整本部が未設置であったこともあ
り、本庁の動きが十分把握できませんでした。継
続計画（BCP）のあり方や府民への情報発信も課
題です。玄関等に担当職員が不在で対応できない
可能性がある旨、掲示したが、台風接近中でも営
業許可や難病の医療費申請等の来所者がいまし
た。インターネットが使用不可で業務に大きな支
障がでました。被害状況に応じて対応業務を検討
し決定する必要がありました。
　現在、本庁でワーキング会議を設置し、国の通
知や府北部地震、台風21号の経験も踏まえ保健所
災害対策標準マニュアルの改訂作業をしていま
す。今後、保健所で実践的なマニュアルを作成し、
訓練を実施していく予定です。

台風21号の対応を踏まえた課題等

・災害の認識……停電を災害であると捉える必要
・最低電力の確保……電話・FAX・PC等の通信

手段の確保、照明、水道、トイレ、冷蔵保存す
べき試薬・検体の冷蔵庫等

・職員の参集…交通不全に伴う職員の参集体制、
職員の安全配慮

・被災した場合のフォロー体制
⇒　地域保健医療調整本部としての機能の確保
・関係機関との役割分担と情報共有
　（災害拠点病院、地域災害医療コーディネー

ター、市町村、医師会、在宅高度医療患者の支
援者等）

・本庁と保健所間の情報共有
・業務継続計画（BCP）のあり方
・府民（来所者等）への情報発信
※現在、保健所災害対策標準マニュアル（H26.6）

の改訂作業中




